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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期
第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

第73期

会計期間
自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日

自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日

売上高 (百万円) 266,020 189,640 113,889 53,986 396,823

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △2,036 1,519 50 △600 △6,432

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失(△)

(百万円) △1,872 5,107 △538 730 △40,092

純資産額 (百万円) ― ― 153,293 119,435 116,599

総資産額 (百万円) ― ― 480,482 344,063 414,393

１株当たり純資産額 (円) ― ― 550.27 429.62 417.92

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損
失(△)

(円) △6.75 18.42 △1.94 2.64 △144.58

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 31.8 34.6 28.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △15,794 9,446 ― ― 4,064

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,851 2,409 ― ― 16,750

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,992 △11,341 ― ― △23,782

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 41,793 60,734 60,835

従業員数 (名) ― ― 3,672 2,644 3,566

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていない。

２  従業員数は就業人員を表示している。

３  第73期第３四半期連結累計期間、第73期第３四半期連結会計期間および第73期連結会計年度は、潜在株式は存

在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益は記載していない。

４　第74期第３四半期連結累計期間、第74期第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益については記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 2,644

(注)　従業員数は就業人員である。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 2,456

(注)　従業員数は就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　
　
１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び不動産事業では生産実績を定義すること

が困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。

また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっていない。

よって、受注及び販売の状況については、可能な限り「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析」において報告セグメントの種類に関連付けて記載している。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

　
建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

前第３四半期累計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日

土木工事 280,47054,685335,155123,418211,736

建築工事 186,843105,779292,623130,872161,750

計 467,313160,464627,778254,290373,487

当第３四半期累計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

土木工事 189,50826,169215,67785,065130,611

建築工事 146,39797,862244,26094,949149,311

計 335,906124,031459,938180,014279,923

前事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

土木工事 280,470107,764388,234198,726189,508

建築工事 186,843141,919328,762182,364146,397

計 467,313249,684716,997381,091335,906

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減があるものについては、期中受注

工事高にその増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減高が含まれる。

２　期末繰越工事高は(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)である。
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(2) 受注工事高

期別 区分

国内 海外 合計
(Ｂ)
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)/(Ｂ)
(％)

前第３四半期会計期間
自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日

土木工事 8,187 5,098△1,623△13.9 11,662

建築工事 2,001 23,536 87 0.3 25,625

計 10,18828,634△1,536 △4.1 37,287

当第３四半期会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

土木工事 6,364 2,797 750 7.6 9,912

建築工事 10,81021,236 245 0.8 32,292

計 17,17524,034 995 2.4 42,204

　
　

(3) 完成工事高

期別 区分

国内 海外 合計
(Ｂ)
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)/(Ｂ)
(％)

前第３四半期会計期間
自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日

土木工事 10,637 4,844 52,701 77.3 68,183

建築工事 3,699 38,226 569 1.3 42,494

計 14,33643,07053,270 48.1 110,678

当第３四半期会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

土木工事 10,268 2,908 5,067 27.8 18,244

建築工事 3,067 30,029 32 0.1 33,129

計 13,33532,938 5,100 9.9 51,374

(注) １　海外工事の地域別割合は、次のとおりである。

地域 前第３四半期会計期間(％)当第３四半期会計期間(％)

東南アジア 88.8 67.7

その他 11.2 32.3

計 100.0 100.0

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

前第３四半期会計期間 　 　

シンガポール交通局 44,726百万円 40.4％

当第３四半期会計期間 　 　

該当なし 　 　

　

(4) 手持工事高

(平成22年12月31日現在)

区分

国内 海外 合計
(Ｂ)
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(Ａ)
(百万円)

(Ａ)/(Ｂ)
(％)

土木工事 43,593 12,895 74,122 56.8 130,611

建築工事 24,877 124,028 405 0.3 149,311

計 68,470 136,924 74,528 26.6 279,923

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する記載

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書及
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び当事業年度の第２四半期報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。　

　
　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長や各種の経済政策効果などに支

えられ、一部企業の業績改善がみられるものの、デフレの影響や急激な為替変動リスクが存在し、厳しい

雇用情勢が続くなど先行き不透明な状況が続いた。

建設業界においては、公共投資は縮減傾向が続いているため低調に推移し、民間設備投資は設備過剰感

が弱まっているものの依然低調に推移するなど、厳しい受注環境が続いた。

このような状況の中で、当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高については、前年

同期と比べ59,903百万円減少（52.6％減）の53,986百万円となり、利益面については、営業損失465百万

円（前年同期は営業利益47百万円）、経常損失600百万円（前年同期は経常利益50百万円）、四半期純利

益730百万円（前年同期は四半期純損失538百万円）となった。

　
セグメントの業績は、次のとおりである。

従来、事業の種類別セグメント情報は、「建設事業」「不動産事業等」に区分していたが、「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3月27日）及び「セグメント情報等

の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年3月21日）の適用に伴

い、第１四半期連結会計期間より、セグメント区分を「建設事業（土木）」「建設事業（建築）」並びに

「不動産事業等」に変更している。

なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント区分を変更しているため、セグメント売上高およびセグ

メント利益については、対前年同期との金額比較は記載していない。

①建設事業（土木）

当セグメントの売上高は18,244百万円、セグメント利益は496百万円となった。

　なお、当社単体における土木工事の受注高は、前年同期と比べ1,749百万円減少（15.0％減）の

9,912百万円となった。

②建設事業（建築）

当セグメントの売上高は33,454百万円、セグメント損失は800百万円となった。

　なお、当社単体における建築工事の受注高は、前年同期比べ6,666百万円増加（26.0％増）の32,292

百万円となった。
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③不動産事業等

当セグメントは、主にグループ保有不動産の賃貸収入により構成されており、セグメントの売上高

は2,477百万円、セグメント利益は313百万円となった。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の四半期末残高は、前年同期と比べ18,940

百万円増加（45.3％増）し、60,734百万円となった。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりである。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益が665百万円（前年同期は税金等調整前四半期純損失921百万円）とな

り、未成工事受入金の増加があったものの、売上債権の増加や仕入債務の減少等により、7,669百万円

（前年同期は5,302百万円）の資金減少となった。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の満期による収入があったものの、固定資産の取得による支出等により、93百万円の資金

減少（前年同期は1,568百万円の資金増加）となった。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出等により、1,342百万円（前年同期は6,108百万円）の資金減少と

なった。

　
(3)　財政状態の分析

① 資産

当第３四半期連結会計期間末の資産については、受取手形・完成工事未収入金等の減少や未成工

事支出金の減少等により、前連結会計年度末と比較して70,330百万円減少(17.0％減)の344,063百万

円となった。

② 負債

当第３四半期連結会計期間末の負債については、支払手形・工事未払金等の減少や未成工事受入

金の減少、新株予約権付社債の償還等により、前連結会計年度末と比較して73,165百万円減少

（24.6％減）の224,628百万円となった。

③ 純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産については、その他有価証券評価差額金が減少したものの、

利益剰余金が増加したこと等により、前連結会計年度末と比較して2,835百万円増加（2.4％増）の

119,435百万円となった。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して6.6ポイント増加して34.6％となった。

　
(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

　
(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は150百万円である。

研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 277,957,513277,957,513
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株である。

計 277,957,513277,957,513― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 277,957― 23,513 ― 20,780

　
(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
　

(注)　当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール　エルエル

シー（FMR LLC）から平成22年10月22日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、

平成22年10月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当第３四半期会計期間

末の実質所有株式数の確認ができていない。なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称
保有株式数
(千株)

株券等保有割合(％)

フィデリティ投信株式会社 10,347 3.72

エフエムアール　エルエルシー　(FMR LLC) 1,899 0.68

計 12,246 4.41
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成22年９月30日現在の株主名簿により記

載をしている。

　
　

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　675,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

275,730,000
275,730 ―

単元未満株式
普通株式

1,552,513
― ―

発行済株式総数 277,957,513― ―

総株主の議決権 ― 275,730 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式794株が含まれている。 

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
西松建設㈱

東京都港区虎ノ門
一丁目20番10号

675,000― 675,000 0.24

計 ― 675,000― 675,000 0.24

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 144 131 118 115 110 107 99 105 111

最低(円) 121 105 104 103 98 98 84 85 102

(注)　株価は、東京証券取引所第一部におけるものである。
　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、並びに、当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※2
 61,068

※2
 61,496

受取手形・完成工事未収入金等 ※9
 96,399 141,419

未成工事支出金 ※6
 30,276

※6
 50,213

販売用不動産 ※2
 9,139

※2, ※8
 9,117

不動産事業支出金 ※2
 7,043

※2
 6,021

材料貯蔵品 504 223

繰延税金資産 30 31

その他 23,624 23,735

貸倒引当金 △1,922 △2,536

流動資産合計 226,165 289,722

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※1, ※2
 25,367

※1, ※2, ※8
 25,233

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） ※1
 1,039

※1, ※8
 1,262

土地 ※2
 34,746

※2, ※8
 34,922

リース資産（純額） ※1
 189

※1
 83

建設仮勘定 255 210

有形固定資産計 61,598 61,711

無形固定資産 1,067 656

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 49,119

※2, ※3
 52,934

長期貸付金 1,866 4,790

その他 12,915 13,214

貸倒引当金 △8,670 △8,636

投資その他の資産計 55,232 62,302

固定資産合計 117,898 124,670

資産合計 344,063 414,393
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 77,337 106,744

短期借入金 ※2
 48,472

※2
 42,805

未払法人税等 156 883

未成工事受入金 23,898 43,352

完成工事補償引当金 1,423 1,230

賞与引当金 121 288

工事損失引当金 ※6
 3,924

※6
 3,329

不動産事業等損失引当金 1,356 1,333

早期退職者特別加算金等引当金 99 5,471

資産除去債務 11 －

預り金 ※2
 18,348

※2
 21,215

その他 7,906 10,427

流動負債合計 183,054 237,080

固定負債

社債 1,200 －

新株予約権付社債 － 12,500

長期借入金 ※2
 25,303

※2
 28,604

繰延税金負債 9,408 12,464

退職給付引当金 1,239 1,221

環境対策引当金 218 －

資産除去債務 192 －

その他 ※2
 4,011

※2
 5,922

固定負債合計 41,573 60,713

負債合計 224,628 297,794

純資産の部

株主資本

資本金 23,513 23,513

資本剰余金 20,780 20,780

利益剰余金 67,614 62,474

自己株式 △226 △225

株主資本合計 111,682 106,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,882 9,676

為替換算調整勘定 △445 △334

評価・換算差額等合計 7,436 9,341

少数株主持分 316 715

純資産合計 119,435 116,599

負債純資産合計 344,063 414,393
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 256,676 179,900

不動産事業等売上高 9,344 9,740

売上高合計 266,020 189,640

売上原価

完成工事原価 246,707 169,001

不動産事業等売上原価 6,258 7,596

売上原価合計 252,966 176,597

売上総利益

完成工事総利益 9,968 10,898

不動産事業等総利益 3,085 2,144

売上総利益合計 13,053 13,042

販売費及び一般管理費 ※１
 14,708

※１
 10,891

営業利益又は営業損失（△） △1,654 2,151

営業外収益

受取利息 454 201

受取配当金 714 685

その他 359 286

営業外収益合計 1,528 1,173

営業外費用

支払利息 1,186 1,232

為替差損 86 91

その他 638 482

営業外費用合計 1,910 1,805

経常利益又は経常損失（△） △2,036 1,519

特別利益

前期損益修正益 89 474

固定資産売却益 171 2,140

投資有価証券売却益 3,075 18

貸倒引当金戻入額 － 860

受取保険金 － 622

特別利益合計 3,337 4,116
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

特別損失

前期損益修正損 6 10

固定資産売却損 74 23

投資有価証券評価損 90 123

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77

環境対策引当金繰入額 － 218

デベロッパー関連損失 ※２
 1,972 －

減損損失 ※５
 804 －

和解金 250 －

その他 46 136

特別損失合計 3,246 590

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,945 5,044

法人税等 ※４
 △800

※４
 △286

過年度法人税等 648 －

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,331

少数株主利益 79 224

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,872 5,107
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 111,306 51,663

不動産事業等売上高 2,583 2,322

売上高合計 113,889 53,986

売上原価

完成工事原価 107,580 49,306

不動産事業等売上原価 1,488 1,773

売上原価合計 109,068 51,079

売上総利益

完成工事総利益 3,725 2,357

不動産事業等総利益 1,095 548

売上総利益合計 4,821 2,906

販売費及び一般管理費 ※１
 4,773

※１
 3,371

営業利益又は営業損失（△） 47 △465

営業外収益

受取利息 149 58

受取配当金 192 221

為替差益 234 －

その他 98 106

営業外収益合計 675 386

営業外費用

支払利息 422 403

為替差損 － 31

その他 250 86

営業外費用合計 672 521

経常利益又は経常損失（△） 50 △600

特別利益

前期損益修正益 6 －

固定資産売却益 168 3

投資有価証券売却益 881 3

投資有価証券評価損戻入益 － 1,144

貸倒引当金戻入額 － 213

特別利益合計 1,056 1,364
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（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

特別損失

前期損益修正損 0 48

固定資産売却損 34 1

投資有価証券評価損 21 －

デベロッパー関連損失 ※２
 1,972 －

その他 0 48

特別損失合計 2,029 98

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△921 665

法人税等 ※４
 △418

※４
 △61

過年度法人税等 23 －

少数株主損益調整前四半期純利益 － 726

少数株主利益又は少数株主損失（△） 11 △4

四半期純利益又は四半期純損失（△） △538 730
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,945 5,044

減価償却費 1,583 1,352

減損損失 804 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 260 △859

工事損失引当金の増減額（△は減少） △18,056 595

不動産事業等損失引当金の増減額（△は減少） － 23

早期退職者特別加算金等引当金の増減額（△は
減少）

－ △5,371

退職給付引当金の増減額（△は減少） 525 21

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △36 －

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 218

受取利息及び受取配当金 △1,169 △887

支払利息 1,186 1,232

投資有価証券売却損益（△は益） △3,075 38

固定資産売却損益（△は益） － △2,116

売上債権の増減額（△は増加） 12,054 45,010

未成工事支出金の増減額（△は増加） 52,904 19,936

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 540 △927

その他の資産の増減額（△は増加） 11,113 1,866

仕入債務の増減額（△は減少） △22,293 △29,404

未成工事受入金の増減額（△は減少） △42,294 △19,453

その他の負債の増減額（△は減少） △6,827 △5,518

その他 88 413

小計 △14,634 11,213

利息及び配当金の受取額 1,044 857

利息の支払額 △1,200 △1,462

法人税等の支払額 △1,003 △1,161

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,794 9,446

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △204 △167

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

5,645 331

有形及び無形固定資産の取得による支出 △791 △4,461

有形及び無形固定資産の売却による収入 636 4,840

貸付けによる支出 △106 △910

貸付金の回収による収入 428 1,953

定期預金の純増減額（△は増加） 303 327

長期預金の預入による支出 △56 △18

長期預金の解約による収入 10,000 150

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △5

子会社株式の売却による収入 － 72

その他の支出 △186 △77

その他の収入 182 375

投資活動によるキャッシュ・フロー 15,851 2,409
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,365 △2,685

長期借入れによる収入 5,680 14,683

長期借入金の返済による支出 △1,992 △8,815

社債の発行による収入 － 1,200

新株予約権付社債の償還による支出 △22,500 △12,500

少数株主からの払込みによる収入 88 －

配当金の支払額 △1,108 △1,109

少数株主への配当金の支払額 － △603

その他 △795 △1,511

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,992 △11,341

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 △613

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,959 △98

現金及び現金同等物の期首残高 63,753 60,835

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △2

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 41,793

※1
 60,734
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項なし。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

　１　連結の範囲に関する事項の変更

　　　(1)連結の範囲の変更　　　　

㈱松栄は重要性がなくなったため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外している。

　松栄不動産㈱は当社と吸収合併したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外している。

  ㈱厚生は保有株式の全部を売却したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外している。

　　　(2)変更後の連結子会社の数　　　　

８社
 

　２　会計処理基準に関する事項の変更

　　(1)「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期間から

適用している。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ9百万円減少し、税金等調整前四半期

純利益が87百万円減少している。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、189百万円で

ある。

　　(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業

会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月

26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を第１

四半期連結会計期間から適用している。　
 

　３　四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理の変更

　　税金費用の計算

　税金費用については、従来、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を　　　　　　

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用していたが、年度の税

効果会計適用後の実効税率を合理的に算定することが困難となったため、第１四半期連結会計期間より、年度

決算と同様の方法により税金費用を計算する方法を採用している。

　なお、当該変更による影響額は、見積実効税率を合理的に見積ることができないため記載していない。
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【表示方法の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

１　四半期連結損益計算書関係

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。
 

２　四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係

前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に区分掲記していた「役員退

職慰労引当金の増減額（△は減少）」（当第３四半期連結累計期間△0百万円）は、金額的重要性が減少した

ため、当第３四半期連結累計期間では「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

いる。

前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた

「固定資産売却損益（△は益）」（前第３四半期連結累計期間△91百万円）は、金額的重要性が増加したた

め、当第３四半期連結累計期間では区分掲記している。
 

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日)

 四半期連結損益計算書関係

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。
 

　
【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

　１　棚卸資産の収益性の低下による簿価切下げの方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっている。 
 

　２　繰延税金資産の回収可能性の判断

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっている。
 

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

  原価差異の繰延処理

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるた

め、当該原価差異を流動資産として繰り延べている。
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【追加情報】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

  環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により今後発生が見込まれるＰＣ

Ｂ廃棄物の処理費用に充てるため、当該処理費用見込額を計上している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 38,653百万円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 41,281百万円

※２　(1) 次の債務に対して、下記の資産を担保に供して

いる。

　　（担保差入資産）

　 販売用不動産 　 1,785百万円

　 不動産事業支出金 　 918

　 建物・構築物 　 17,808

　 土地 　 28,008

　 投資有価証券 　 800

　 計 　 49,321

　　（対応する債務）

　 短期借入金 43,532百万円

　 預り金 82

　 長期借入金 18,565

　 その他固定負債 882

　 計 63,063
 

　　　(2) 下記の資産は、関連会社等の借入金等の担保に供

している。

　 建物・構築物 874百万円

　 土地 36

　 投資有価証券 23,216

　 計 24,127
 

　　　(3) 下記の資産は、工事契約保証金に供している。

　 現金預金 323百万円
 

　　　(4) 下記の資産は、営業保証の担保に供している。

　 投資有価証券 54百万円

 

　　　(5) 下記の資産は、住宅建設瑕疵担保保証の担　　　　　　

　　　　　　　　保に供している。

　 投資有価証券 242百万円
 

※２　(1) 次の債務に対して、下記の資産を担保に供して

いる。

　　（担保差入資産）

　 販売用不動産 　 1,648百万円

　 不動産事業支出金 　 567

　 建物・構築物 　 15,521

　 土地 　 20,725

　 投資有価証券 　 1,100

　 計 　 39,563

　　（対応する債務）

　 短期借入金 40,208百万円

　 預り金 134

　 長期借入金 22,905

　 その他固定負債 1,619

　 計 64,868
 

　　　(2) 下記の資産は、関連会社等の借入金の担保に供し

ている。

　 建物・構築物 891百万円

　 土地 36

　 投資有価証券 172

　 計 1,100
 

　　　(3) 下記の資産は、工事契約保証金に供している。

　 現金預金 342百万円
 

　　　(4) 下記の資産は、営業保証の担保に供している。

　 投資有価証券 68百万円

 

　　　(5) 下記の資産は、住宅建設瑕疵担保保証の担　　　　　　

　　　　　　　　保に供している。

　 投資有価証券 109百万円

 
 ３　            ─────────

　 　 　

 

※３　信託財産に供している資産は次のとおりである。

　 投資有価証券 34,896百万円
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当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　４　保証債務

　　　(1) 下記の会社のマンション売買契約手付金の返済

債務について保証を行っている。

㈱環商事 6百万円
 

　４　保証債務

　　　(1) 下記の会社のマンション売買契約手付金の返済

債務について保証を行っている。

㈱環商事 211百万円

㈱マリモ 21

計 232
 

　　　(2) 従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対

し債務保証を行っている。

　 285百万円
 

　　　(3) 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っている。

ハイネスコーポレー
ション㈱

119百万円

泉南生活協同組合 59

計 179
 
 

　　　(2) 従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対

し債務保証を行っている。

　 474百万円

 
　　　(3)　　　　　─────────

　５            ────────

 

　５　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

　　　　 　第４回無担保社債 　　  5,000 百万円

※６　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係

る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は1,681百万円である。

 

※６　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係

る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は2,026百万円である。

 

　７　当社及び一部の連結子会社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、貸出コミットメント契約を締結し

ている。　

 

貸出コミットメント総額 25,547百万円

当四半期連結会計期間末の

借入実行残高
24,975百万円

 

　７　当社及び一部の連結子会社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、貸出コミットメント契約を締結し

ている。　

 

貸出コミットメント総額 25,938百万円

当連結会計年度末の借入実行残高 25,297百万円

　８            ────────

 

 

　
　
　
　
　

※９　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理している。なお、当第３四

半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当四半期連結会計期間末日の残

高に含まれている。

 

受取手形 26百万円

　

※８　当連結会計年度において、固定資産として保有して

いた下記の資産を、保有目的の変更により、販売用不

動産に振り替えている。　

　 建物・構築物 1,639百万円

　 土地 1,375

　 工具器具備品 0

　 計 3,015

    

　９　　　　　　　─────────
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 7,574百万円

退職給付費用 1,158

貸倒引当金繰入額 287

 

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 5,698百万円

退職給付費用 945

 

※２　デベロッパーの破綻に伴う損失処理額を計上して

いる。

（追加情報）

　デベロッパーの破綻に伴い中断していた工事につ

いて、工事を中止、あるいは工事を再開したことに

より、今後発生が見込まれる損失に対して工事損失

引当金等を計上しているが、損失処理額に金額的重

要性が増したため、第３四半期連結累計期間におい

ては当該科目により処理している。

　なお、第２四半期連結累計期間において、デベロッ

パーの破綻に伴う損失処理額は、完成工事原価619

百万円、販売費及び一般管理費115百万円である。

 
　３　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、下半期、特に第４四半期連結会計期間

の売上高が著しく多くなるといった季節的変動が

ある。

 

　２　　　　　　　─────────

 

 

 

 

 

 

 

　３　　　　　　　─────────

※４　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、

「法人税等」として一括して記載している。

 

※４　同左

 

※５　減損損失

　当社グループは、自社使用の事業用資産については

事業所単位に、個別の賃貸用資産については物件毎に

グルーピングしている。

　下記の賃貸用不動産について、賃貸環境の悪化及び

地価の下落等により、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（804百万円）として特

別損失に計上した。その内訳は、土地804百万円であ

る。

 

　 場 所 用 途 種 類
減損損失
（百万円）

　 兵庫県
賃貸用

不動産
土地、建物 804

 

　なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを3.6％で割り

引いて算定している。

     

　５　　　　　　　─────────
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 2,626百万円

退職給付費用 397

 
※２　デベロッパーの破綻に伴う損失処理額を計上して

いる。

（追加情報）

　デベロッパーの破綻に伴い中断していた工事につ

いて、工事を中止、あるいは工事を再開したことに

より、今後発生が見込まれる損失に対して工事損失

引当金等を計上しているが、損失処理額に金額的重

要性が増したため、第３四半期連結会計期間におい

ては当該科目により処理している。

　なお、第２四半期連結累計期間において、デベロッ

パーの破綻に伴う損失処理額は、完成工事原価619

百万円、販売費及び一般管理費115百万円である。　

 

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 1,751百万円

退職給付費用 309

 
　２　　　　　─────────

　３　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、下半期、特に第４四半期連結会計期間

の売上高が著しく多くなるといった季節的変動が

ある。

 

　３　　　　　─────────

 

※４　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、

「法人税等」として一括して記載している。

※４　同左

　 　

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金預金勘定 42,235百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△442

現金及び現金同等物 41,793
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金預金勘定 61,068百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△334

現金及び現金同等物 60,734
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１

日　至　平成22年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 277,957,513

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 691,129

　
　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 1,109 4.00平成22年3月31日 平成22年6月30日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。

　
　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　上　高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 111,306 2,583 113,889 ─ 113,889

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

430 271 701 (701) ─

計 111,736 2,854 114,591 (701) 113,889

営業利益又は営業損失(△) △642 725 83 (35) 47

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　上　高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 256,676 9,344 266,020 ─ 266,020

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,207 1,106 2,313 (2,313) ─

計 257,883 10,451 268,334 (2,313)266,020

営業利益又は営業損失(△) △3,457 1,899 △1,558 (96) △1,654

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

２　各事業区分に属する主要な事業の内容

建設事業　　：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業等：不動産の販売、賃貸事業等に関する事業

３　会計処理基準等の変更

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第３四

半期連結累計期間の建設事業の売上高が11,614百万円増加し、営業損失が735百万円減少している。
　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　上　高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 59,169 48,734 5,986 113,889 ─ 113,889

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 59,169 48,734 5,986 113,889 ─ 113,889

営業利益又は営業損失(△) 995 △938 △8 47 ─ 47

　

EDINET提出書類

西松建設株式会社(E00060)

四半期報告書

28/36



　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売　上　高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 190,23259,790 15,997266,020 ─ 266,020

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 190,23259,790 15,997266,020 ─ 266,020

営業利益又は営業損失(△) △343 △585 △725 △1,654 ─ △1,654

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 東南アジア……………香港、タイ、シンガポール

(2) その他の地域…………アルジェリア

３　会計処理基準等の変更

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第３四

半期連結累計期間の日本の売上高が11,614百万円増加し、営業損失が735百万円減少している。
　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　 東南アジア その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 48,734 5,986 54,720

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 113,889

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 42.8 5.2 48.0

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　 東南アジア その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 59,790 15,997 75,787

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 266,020

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 22.5 6.0 28.5

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 東南アジア……………香港、タイ、シンガポール

(2) その他の地域…………アルジェリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用している。

　

１  報告セグメントの概要

　報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社は、本社に土木施工本部、建築施工本部を置き、それぞれ国内及び海外の土木工事、建築工事について

包括的に管理を行って、事業活動を展開している。また、これらの建設事業に付随する形で不動産事業等を

営んでいる。

　従って、当社は施工本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「建設事業（土木）」、

「建設事業（建築）」並びに「不動産事業等」の３つを報告セグメントとしている。

　

　各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　　建設事業（土木）：土木工事の請負に関する事業

　　建設事業（建築）：建築工事の請負に関する事業

　　不動産事業等　　：不動産の賃貸・販売、資材販売、資産管理等の事業

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

建設事業
（土木）

建設事業
（建築）

不動産事業等

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 85,065 94,834 9,740 189,640 ― 189,640

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 1,587 796 2,384 △2,384 ―

計 85,065 96,421 10,537192,025△2,384 189,640

セグメント利益
又は損失（△）

2,968 △555 1,420 3,834 △1,682 2,151

(注) １  セグメント利益の調整額△1,682百万円には、セグメント間取引消去△228百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△1,454百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

である。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

建設事業
（土木）

建設事業
（建築）

不動産事業等

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 18,244 33,418 2,322 53,986 ― 53,986

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 35 154 190 △190 ―

計 18,244 33,454 2,477 54,176 △190 53,986

セグメント利益
又は損失（△）

496 △800 313 9 △475 △465

(注) １  セグメント利益の調整額△475百万円には、セグメント間取引消去△21百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△453百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
　
　

(金融商品関係)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ない。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

　

  その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 23,515 36,565 13,050

その他 111 108 △2

計 23,626 36,674 13,047

　

(注) 当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券

評価損69百万円を計上している。
　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がない。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がない。
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(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がない。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　　

１株当たり純資産額 429円62銭

　　

　　

１株当たり純資産額 417円92銭

　　

　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　 　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 119,435 116,599

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 316 715

（うち少数株主持分） 　 (316) ( 715)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
(連結会計年度末)の純資産額

(百万円) 119,119 115,884

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た四半期連結会計期間末(連結会計年度
末)の普通株式の数

(千株)
　　　

277,266 277,290

　

　
２　１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

　　

１株当たり四半期純損失(△) △6円75銭

　　　
　

　

１株当たり四半期純利益 18円42銭

（注）1. 前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載していない。また、当第３四半期累計期間においては潜在株

式が存在していないため記載していない。

　　　2. １株当たり四半期純利益又は純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は純損失(△) (百万円) △1,872 5,107

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益
又は純損失(△)

(百万円) △1,872 5,107

普通株式の期中平均株式数
(千株)
　　　

277,303 277,280

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

2016年満期ユーロ円建転換社
債型新株予約権付社債。この概
要は、「新株予約権等の状況」
に記載のとおり。

　　　　─────

第３四半期連結会計期間
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日)

　　

１株当たり四半期純損失(△) △1円94銭

　　　
　

　

１株当たり四半期純利益 2円64銭

　

（注）1. 前第３四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載していない。また、当第３四半期会計期間においては潜在株

式が存在していないため記載していない。

　　　2. １株当たり四半期純利益又は純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　 　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
 至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は純損失(△) (百万円) △538 730

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益
又は純損失(△)

(百万円) △538 730

普通株式の期中平均株式数
(千株)
　　　

277,296 277,273

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

2016年満期ユーロ円建転換社
債型新株予約権付社債。この概
要は、「新株予約権等の状況」
に記載のとおり。

　　　　─────

　

　
　

　
(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。

EDINET提出書類

西松建設株式会社(E00060)

四半期報告書

34/36



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月10日

西松建設株式会社

取 締 役 会  御中

　

仰  星  監  査  法  人

　

代表社員
業務執行社員

　公認会計士    山   﨑   清   孝    ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　公認会計士    野   口   哲   生    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西松

建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西松建設株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、会社は第１四半期連

結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用してい

る。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

西松建設株式会社

取 締 役 会  御中

　

仰  星  監  査  法  人

　

代表社員
業務執行社員

　公認会計士    山   﨑   清   孝    ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　公認会計士    野   口   哲   生    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西松

建設株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西松建設株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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